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内部統制システムの基本方針の一部改定に関するお知らせ 

 

当社は、平成 19 年 8 月 22 日開催の取締役会において、内部統制システムの基本方針について、下

記のとおり一部改定を決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

１．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

   

当社は、企業が存立していくためにはコンプライアンスの徹底は必然のことと認識し、全ての

取締役・使用人は、社会の構成員として求められる高い倫理観に基づき誠実に行動し、社会や地

域から信頼される企業市民として経営体制の確立に努めております。 

・ 当社は、社訓（健康・親切・恩義）をモットーに、品質・環境、安全衛生及び個人情報保護方

針を制定し、社長がその精神を、当社及びグループ会社の全ての取締役・使用人に対して、継

続的に伝達することにより、法令及び企業倫理の遵守を徹底します。 

・ 定期的に実施する内部監査を通じて、業務における遵法状況を監査し、社長へ報告します。 

・ コンプライアンス規程を制定し、役職員が法令、定款、社内規則及び企業倫理を遵守した行動

を取るための行動規範としています。 

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 

・ 当社は、取締役の職務執行に係る電磁的記録を含む文書等の情報を、社内諸規定に基づき、適

切に保存及び管理します。 

・ 当社は情報セキュリティシステムを導入し、社会の要求事項に準拠した情報の管理を行ってお

り、取締役及び監査役が必要な情報を常時、取得できる体制を構築しています。 

 

３．損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

 

・ 当社は、コンプライアンス、安全、環境、品質、財務及び情報セキュリティ等に係るリスクに

ついて、社内諸規定の制定及び、それぞれの担当部門による教育を実施するとともに、事前に

適切な対応策を準備する予防処置により、リスクを最小限にすべく組織的な対応を行います。 



・ 定期的に内部監査を実施し、監査結果等から、リスクの洗出しとリスクの対応策の見直しを行

い、継続的改善に取り組みます。 

 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 

・ 当社は、取締役及び使用人が共有する全社的な目標を設定し、効率的にその目標を達成するた

め、各部門の具体的目標を定めています。 

・ 定例の取締役会を原則月 1 回開催し、取締役会による業績（目標達成度）のレビューを行い、

継続的改善に取り組みます。 

・ ＩＴを活用して全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築します。 

 

５．当会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 

・ グループ会社の所轄業務について、その自主性を尊重しつつ、人材面、資金面、情報面（ＩＴ）

における統制環境を整備して統括管理しており、当社及びグループ会社全体として、基本方針

の理念に準拠した業務の適正を確保するための体制を整備します。 

・ 当社の社訓及びコンプライアンス規程を、グループ会社にも適用し、グループ全体でコンプラ

イアンスを徹底します。 

・ 定例のグループ会社代表者参加型の会議を原則月 1回開催するとともに、イントラネットの整

備により、当社及びグループ会社間での、情報の共有化を図っています。 

 

６．監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならび

にその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 

・ 当社は、現在監査役の職務を補助すべき使用人は置いておりませんが、監査役が求めた場合は、

取締役会が速やかに協議し、必要と判断した場合に、使用人を配置します。 

・ 監査役の職務を補助すべき使用人を配置したならば、その補助使用人の人事異動等の人事権に

関する事項につき監査役に事前の同意を得るものとし、取締役からの独立性を確保します。 

 

７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制及びその

他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 

・ 取締役及び使用人は、監査役の取締役会への出席及び求めに応じて当社及びグループ会社の業

務執行状況を報告する体制とします。 

・ 取締役は、当社及びグループ会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見し

たとき、また個人情報等に関する窓口への情報を受け入れたとき、直ちに監査役へ報告する体

制とします。 

・ 当社は、監査役が、それぞれの関連部門と緊密な連携を保ち、監査が実効的に行われることを

確保するための体制を図ります。 

以 上 


